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予定

現状

予定

現状

予定

現状

予定

現状

予定

現状

・教育委員会
事務局

・震災により全国各地に避難した小中学生が再開
できる機会を設け、「なみえっ子」の絆を繋いで
いく。
・H25年度（10月）
　浪江小中学校対象：89名（28世帯）
　苅野小学校・大堀小学校対象：92名（32世
帯）
・H26年度（10月）　※台風により中止
　全小中学校：58名（19世帯）
・H27年度（7月）　※台風により中止
　全小中学校：35名（11世帯）

町

教育

・小中学校の再開（町内外）

・町の将来を担う児童・生徒たちが安心・安全に
学習できる環境整備を図る。
①浪江東中学校を利用し、小中学校の整備
　※同敷地内に給食センターを併せて整備
②避難先で再開中の小中学校
　町内の状況により継続を検討
　※「ふるさとなみえ科」は継続実施
　　（歴史・文化の継承）
・他の小中学校については、帰還の状況から再開
の検討を図る。（学校以外の活用を含めて検討）

県

町

・教育委員会
事務局

・教育委員会
事務局

　浪江町　進行管理総括表 

項目

1

No

・民間医療機関の代表者にヒアリングを実施・民間医療施設の再開・設置5

4

3 ・小中学生交流事業

2 ・幼保施設の再開（町内）

・安心して子供を産み育てることのできる環境整
備を図る。
・浪江東中学校（上記）敷地内に「認定こども
園」を新設
・他の幼保施設については、帰還の状況から再開
の検討を図る。

町

・帰還した町民が健康で安心した生活を送れるよ
うにするため、診療施設の整備を図る。
・浪江町役場北西の第2体育館（解体申請中）跡
地に整備予定
・避難中の体制は、浪江町役場庁舎内に仮設診療
所を整備し運営中

・町営診療所の整備（町内）

取組み 備　考主体概要
平成27年度 平成28年度 平成29

年度以降

予定
現状
の別

町

民間

町

資料3

・健康保険課
・津島診療所

・健康保険課

医療

基本・実施設計 

基本・実施設計 

仮設診療所継続 

仮設診療所継続 

施設整備・事業開始 

施設整備・事業開始 

事業者ヒアリング 

被害状況調査 

被害状況調査 

整備計画検討 
改修工事 

改修工事 

改修工事実施設計 

整備計画検討 

整備計画検討 

関係各課調整 

施設・備品整備 

事実施設計 

備品等検討 

施設・備品整備 

活動内容決定 
参加者通知 次年度計画検討 継続実施 

活動内容決定 
参加者通知 新規事業検討 

次年度計画検討 

継続実施 

ヒアリング・調整 

ヒアリング・調整 
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項目No 取組み 備　考主体概要

平成27年度 平成28年度 平成29
年度以降

予定
現状
の別

予定

現状

予定

現状

予定

現状

予定

現状

予定

現状

・帰還開始までにデイサービスが提供できる体制
を作り、帰還者へ介護サービスの提供を図る。
・町内事業者のみならず、その他事業者へのヒア
リングを実施
・町内1事業者が帰還内諾
　経営面は町サポートセンターとしての運営検討
　人材面は町職員派遣や大手事業者支援など検討
・社会福祉協議会のホームヘルパーがH27年度で
休止する。対応策として国へ報酬規制緩和などを
求めるとともに、町職員派遣や大手事業者支援な
どを検討

・産業・賠償
対策課

9

・仮設商業施設整備事業

6

国

県

町

放射線
モニタリング

・放射線モニタリングの体制整備
　・実施
　（空間線量、食品、水道水）

・放射線による健康被害の防止及び町民不安の払
しょくを図る。
・本庁と二本松市上竹事務所で食品と水、及び土
壌の検査を実施している。
・空間線量測定は、原子力規制委員会設置のモニ
タリングポストで実施。モニタリングポストを設
置してない地点は、町独自で測定している。

・健康保険課

・健康保険課

放
射
線
対
策

商店7

8

町

町

民間

・介護支援体制

・放射線による健康被害の防止及び町民不安の払
しょくを図る。
・ホールボディーカウンター（WBC）による内
部被ばく検査（津島仮設診療所・県WBC搭載バ
スなど）
・甲状腺検査（津島仮設診療所・県立医大など）
・バッジ式線量計による外部被ばく線量の把握
・線量計の貸出し（年1回校正・世帯1個）

県

町

・商工業者の町内事業再開を促進するとともに、
町内帰還者の生活利便性向上を図る。
・町内の復興拠点に仮設商業施設を整備する。
・商工会などとの協議を行い、施設の内容や規模
などを決定する。

10

国

県

町

介護

・放射線健康管理対策事業

放射線影響
への対応

・リスクコミュニケーションの
　実施

・放射線による健康被害の防止及び町民不安の払
しょくを図る。

・健康管理検討委員会実施（専門家からの助言）
・弘前大学や原子力安全研究協会とのリスクコ
ミュニケーション等事業
・町内での体制については検討中

・介護保険課

・帰町準備室
・生活支援課

継続実施 

事業者ヒアリング 

利用施設確保 

事業者ヒアリング 

利用施設確保 

商工会との 

町内再開事業者と検討

候補地地権者と協議 売買契約・工事 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

継続実施 

商工会・再開希望事業者との協議 

施設整備・事業開始 
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
項目No 取組み 備　考主体概要

平成27年度 平成28年度 平成29
年度以降

予定
現状
の別

予定

①
②
③
④

現状

①
②
③
④

予定

現状

予定

現状

予定

現状

予定

現状

市街地の再生等

・産業・賠償
対策課

・帰町準備室

・既存事業所の復旧・再開

・各業種の町内事業再開を促進する。
　町内で18事業者（22事業所）が再開し、51事
業所から相談を受けている。
　（H27.12.1時点）
・町内所在の各事業所へのヒアリング実施
・再開意向に沿った再開支援の実施
・産品振興として、町外で再開している事業者と
共にイベント参加

13

12

11 防犯・防火対策

町

県

広域圏

民間

15

14

生
活
関
連
サ
ー

ビ
ス

その他

・郵便局、金融機関の再開

・ガソリンスタンド
・新聞
・宅配

民間

国

県

町

民間

・中心市街地の再生
・駅前再開発

・上記の「中心市街地整備計画」に基づく再生を
図る。
・JR常磐線の浪江以北がH29.4に再開する。町
の顔である駅前の再開発（区画整理など）や交流
拠点整備など検討

・復興推進課町

・ガソリンスタンド
　2社（3事務所）再開
・新聞
　2社（2事業所）再開
・宅配
　2社（2事業所）集配のみ再開

民間

事業所再開

・防犯、防火活動による安全・安心の確保
　（警察署・消防署と協力した見回りの強化）
①防犯巡回体制：警察署（治安維持）、ALSOK
（行政視点での警戒：鳥の目）、見守り隊（住民
目線での警戒：虫の目）
②防犯体制：国道6号・国道114号・帰還困難区
域に接する道路にバリケード設置
③防火巡回体制：消防署（毎日）、消防団（日曜
日）の防火見守り実施
④防火体制：火災防止のため年1回道路を除草し
防火帯を整備

・防犯見守り（警察署・見守り隊
　・ALSOK）
・バリケード設置
・防火見守り（消防署・消防団）
・防火帯（道路付近除草）

・郵便局や金融機関の意向を確認し再開を図る。
・郵便局の再開（協議中）
・金融機関の再開
　あぶくま信用金庫・JA双葉は再開意向あり
　東邦銀行は協議中

郵便局
金融機関

・総務課
・出納室

・産業・賠償
対策課

継続検討 継続 

実施 

事業者協議 継続協議 

事業者協議 継続協議 

事業者協議 継続協議 

継続検討 継続 

実施 

事業者協議 継続協議 

再開支援 

再開支援 

農地等保全管理支援 

内容検討 「中心市街地整備計画」に基づく

内容検討 「中心市街地整備計画」に基づく
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
項目No 取組み 備　考主体概要

平成27年度 平成28年度 平成29
年度以降

予定
現状
の別

予定

①

②

③

現状

①

②

③

予定

①

②

③
④

現状

①
②
③
④

予定

現状

予定

現状

・農林業施設の復旧を図る。
①農地復旧（南棚塩地区）
②農業用水
　※土地利用計画や空間線量の状況による
③大柿ダム
④ため池
　※空間線量の状況による

国

県

町

・漁港施設災害復旧事業
　（請戸漁港）

農
林
水
産
業
の
再
開

19

17

・産業・賠償
対策課

・復旧事業課・農業施設の復旧

18 漁業再開 ・新しい水産業デザイン化事業

・漁業の復興を実現し、さらには浪江町の水産業
を発展させるための新しい水産業デザインの実現
を図る。
・漁業関係者などによるワーキンググループで検
討を実施
・漁業者アンケートや市場調査などから見出され
た、低建網などの新たな漁業の取組みや商品開発
などを実施する。
・請戸漁港の荷捌き施設などの共同利用施設の基
本設計を作成する。

町

16 ・町内営農再開支援事業

・農地の除染と併せ、安心して営農できる環境づ
くりを図り、営農再開を目指す。
①農地保全
除染後から営農再開までの除草等の保全管理に対
する支援を図る。（4組合設立）
②作付実証
基準値を下回る農作物生産について確認・検査す
るための作付実証に対する支援
③新しい営農体制整備
営農の大規模化や施設園芸への転換等に必要な機
械・施設導入に対する支援

町

県

・産業・賠償
対策課

農業

漁港

・請戸漁協の防波堤や完璧が地盤沈下や崩壊した
ことから復旧を図る。
・Ｈ25年度～：災害査定、防波堤工事、浚渫工
事等に着手
・Ｈ27年度：防波堤工事、護岸工事を実施中。
海岸堤防工事に着手
・一部施設は町及び漁港利用者と調整を図り復旧
工事を実施
・Ｈ29年度中の工事完了を目標

・復旧事業課

工事 

農地等保全管理支援 

査定 

調査 

避難指示解除準備区域 

居住制限区域 

帰還困難区域 

避難指示解除準備区域・居住制限区域 

帰還困難区域 

査定・工事発注 
調査 

工事 

調査 
工事 

調査 

作付実証（水稲） 

農業復興組合設立支援 

園芸施設設置 

農地等保全管理支援 

作付実証（水稲） 

農業復興組合設立支援 

園芸施設設置 

農地等保全管理支援 

作付実証（水稲） 

農業復興組合設立支援 

園芸施設設置 

農地等保全管理支援 

作付実証（水稲） 

農業復興組合設立支援 

園芸施設設置 

会議開催 

市場調査・商品開発 

漁業方法の検討 

基本設計 詳細設計 工事 

会議開催 

市場調査・商品開発 

漁業方法の検討 

詳細設計 工事 基本設計 

工事 

査定 工事実施設計書作成 工事 
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